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(57)【要約】
【課題】
【解決手段】
　　引出し（１０２）、特に引出し側壁（１００）に前
方パネル（１０１）を解放可能に固定するための固定装
置（１）であって、前方パネル（１０１）に予め取り付
けられており、前方パネル（１０１）を引出し（１０２
）に固定するための第１の接続要素（７）と第２の接続
要素（２０７）とを備えた少なくとも１つの家具取付金
具（２）と、引出し（１０２）と関係する少なくとも２
つの捕捉装置（１０、２１０）とを含み、捕捉装置（１
０、２１０）は、押し込まれると接続要素（７、２０７
）を自動的に保持し、第１の捕捉装置（１０）は少なく
とも１つの可動捕捉要素（１１）を有し、第２の捕捉装
置（２１０）は少なくとも１つの可動である保持要素（
２１１）を有しており、固定装置（１）は、捕捉装置（
１０、２１０）からの意図しない家具取付金具（２）の
解放を防止するように捕捉装置（１０、２１０）のため
の少なくとも１つのロック装置（２０、２２０）と、２
つの捕捉装置（１０、２１０）のための少なくとも１つ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　引出し（１０２）、特に引出し側壁（１００）に前方パネル（１０１）を解放可能に固
定するための固定装置（１）であって、
　前記前方パネル（１０１）に予め取り付けられており、該前方パネル（１０１）を前記
引出し（１０２）に固定するための第１の接続要素（７）と第２の接続要素（２０７）と
を備えた少なくとも１つの家具取付金具（２）と、
　前記引出し（１０２）に結合する少なくとも２つの捕捉装置（１０、２１０）と、を含
み、
　該捕捉装置（１０、２１０）は、押し込まれると前記接続要素（７、２０７）を自動的
に保持し、前記第１の捕捉装置（１０）は少なくとも１つの可動捕捉要素（１１）を有し
、前記第２の捕捉装置（２１０）は少なくとも１つの可動である保持要素（２１１）を有
しており、
本固定装置（１）は、
　前記捕捉装置（１０、２１０）からの意図しない前記家具取付金具（２）の解放を防止
するように該捕捉装置（１０、２１０）のための少なくとも１つのロック装置（２０、２
２０）と、
　前記２つの捕捉装置（１０、２１０）のための少なくとも１つのロック解除装置（４０
）と、をさらに含んでおり、
　該ロック解除装置（４０）は前記捕捉装置（１０、２１０）から前記家具取付金具（２
）の前記２つの接続要素（７、２０７）を共に解放させ、
　前記保持要素（２１１）は、前記第１の捕捉装置（１０）の前記捕捉要素（１１）とは
無関係に、前記第２の捕捉装置（２１０）に前記接続要素（２０７）をロックするよう可
動であることを特徴とする固定装置。
 
【請求項２】
前記第１の捕捉装置（１０）は本固定装置（１）の下方領域に提供され、前記第２の捕捉
装置（２１０）は本固定装置（１）の上方領域に提供されることを特徴とする請求項１記
載の固定装置。
 
【請求項３】
前記捕捉要素（１１）は回転軸（Ａ）の周囲を旋回するように取り付けられ、前記保持要
素（２１１）は回転軸（Ｃ）の周囲を旋回するように取り付けられることを特徴とする請
求項１または２記載の固定装置。
 
【請求項４】
前記捕捉要素（１１）と前記保持要素（２１１）は互いに独立的にバネ（３２、２３２）
によってそれぞれ作用を受けることを特徴とする請求項１から３のいずれかに記載の固定
装置。
 
【請求項５】
前記２つの捕捉装置（１０、２１０）の両方のロック解除のために伝達機構（２００）が
該２つの捕捉装置（１０、２１０）の間に提供されていることを特徴とする請求項１から
４のいずれかに記載の固定装置。
 
【請求項６】
前記伝達機構（２００）は、スラスト要素（３４）と、該スラスト要素（３４）に可動に
連結されている伝達レバー（２０１）とを備えたレバー構造体を有していることを特徴と
する請求項５記載の固定装置。
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【請求項７】
前記レバー構造体の前記伝達レバー（２０１）は、前記保持要素（２１１）の連結要素（
２０４）が可動にガイドされながら当接する通路（２０２）を有していることを特徴とす
る請求項６記載の固定装置。
 
【請求項８】
前記通路（２０２）はガイド溝（２０３）であり、好適には長穴であることを特徴とする
請求項７記載の固定装置。
 
【請求項９】
前記家具取付金具（２）の前記少なくとも２つの接続要素（７、２０７）は保持ボルト（
８、２０８）であり、
　該保持ボルト（８、２０８）の長軸部は、本固定装置（１）内への挿入方向に対して横
断方向、好適には直角方向に延びることを特徴とする請求項１から８のいずれかに記載の
固定装置。
 
【請求項１０】
前記ロック解除装置（４０）は工具のための工具受領手段（４２）を有しており、
　該工具受領手段は、外部から接触可能であり、該工具受領手段によって前記ロック解除
装置（４０）は動作することを特徴とする請求項１から１０のいずれかに記載の固定装置
。
 
【請求項１１】
本固定装置（１）は前記前方パネル（１０１）のための高さ調節装置（５０）及び／又は
横方向調節装置（６０）を有していることを特徴とする請求項１から１１のいずれかに記
載の固定装置。
 
【請求項１２】
引出し（１０２）に前方パネル（１０１）を解放可能に固定するための請求項１から１１
のいずれかに記載の固定装置（１）を少なくとも１つ備えていることを特徴とする引出し
（１０２）。
 
【請求項１３】
請求項１２記載の引出し（１０２）を備えていることを特徴とする家具（１１０）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は引出し、特に引出しの側壁に前方パネルを取り外し（解放）可能に固定する固
定装置に関する。この固定装置は、
　前方パネルに予め取り付けられており、前方パネルを引出しに固定するための第１接続
要素と第２接続要素とを備えた少なくとも１つの家具取付金具と、
　引出しと関係する少なくとも２つの捕捉装置と、を含み、複数の捕捉装置は、押し込ま
れると接続要素を自動的に保持し、１つの（第１）捕捉装置は少なくとも１つの可動捕捉
要素を有し、別な（第２）捕捉装置は少なくとも１つの可動保持要素を有しており、この
固定装置は、
　それら捕捉装置からの意図しない家具取付金具の解放（外れ）を防止する２つの捕捉装
置のための少なくとも１つのロック装置と、
　それら２つの捕捉装置のための少なくとも１つのロック解除装置と、をさらに含んでお
り、このロック解除装置はそれら捕捉装置から家具取付金具の２つの接続要素を共に解放
させる。
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【０００２】
　本発明は引出しに前方パネルを解放可能に固定する少なくとも１つのそのような固定装
置を有した引出しにも関する。本発明はさらにそのような引出しを有した家具にも関する
。
【背景技術】
【０００３】
引出しに前方パネルを解放可能に固定する固定装置は既に知られている。この点に関して
目的の１つは、組み立て時間と組み立て費用の両方を抑制するために引出への前方パネル
の迅速な取り付けを可能にすることである。
【０００４】
　２０１０年３月２５日出願のＤＥ２０２００９０１４８１１Ｕ１は、第１家具部品を第
２家具部品に解放可能に接続するための家具取付金具を開示する。この家具取付金具は、
受領要素と、少なくとも２つの固定要素とを有している。この受領要素は第１家具部品と
関係し、少なくとも２つの固定要素は第２家具部品と関係する。その逆の関係も可能であ
る。この受領要素は少なくとも２つの固定要素を解放可能に保持するための拘束装置を有
しており、これら少なくとも２つの固定要素は受領要素に共に拘束され、受領要素の拘束
装置は、好適にはバネである作用力保存手段によって作用を受けることができ、固定要素
にラッチ留め可能な少なくとも２つの拘束要素を有する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、従来のものに勝る機能を備え、前方パネルを引出しに解放可能に固定
するための固定装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
この目的は請求項１の特徴を有した固定装置によって達成される。
【０００７】
　保持要素は、第１捕捉装置の捕捉要素とは独立的に第２捕捉装置の第２接続要素をロッ
クするために可動である。よって、これら２つの要素は同時的にロックされる必要はない
。言い換えると、例えば、捕捉要素は既に拘束されているが、保持要素は未だ拘束されて
いない状態が可能である。
【０００８】
　この効果は、両方の捕捉装置のために拘束装置が同時的に作用するのであれば当然にそ
うなるであろうが、引出しに前方パネルを取り付けているオペレータ（作業員）が家具取
付金具の２つの接続要素を同時的に引出し側壁に導入する必要がないことを意味する。
【０００９】
　これら２つの接続要素は前後して固定装置に導入することもできるので、オペレータは
取り付け作業をさらに快適に実行することが可能である。なぜなら、オペレータは２つの
接続装置を同時的に固定装置に導入することに神経を集中させる必要がないからである。
【００１０】
　保持要素と捕捉要素の両方は互いに独立的に可動であるため、まず補足要素、続いて保
持要素の順序で両方が移動できるが、その逆の順序でも可能である。これで、家具取付金
具のどちらの接続要素をいつ固定装置に導入しなければならないかを予め決めておく必要
はなくなる。
【００１１】
　本発明のさらなる有利な実施態様は従属請求項に記載されている。
【００１２】
　第１捕捉装置が固定装置の下方領域に提供され、第２捕捉装置が固定装置の上方領域に
提供されることが特に好適であることが判明している。それら捕捉装置を相互に重ねた配
置のおかげで、例えばそれらを引出し側壁に良好に固定できる。
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【００１３】
　１好適実施形態によれば、捕捉要素は回転軸の周囲で旋回式に取り付けられ、保持要素
も回転軸の周囲で旋回式に取り付けられる。捕捉要素と保持要素が回転軸の周囲で旋回式
に取り付けられる事実は、それらが接続要素の挿入時に旋回可能であることを意味する。
【００１４】
　加えて、好適には捕捉要素と保持要素は互いに独立的にバネによって作用を受ける。バ
ネにより付勢された捕捉要素と保持要素のおかげで、これら要素が旋回した後に始動位置
に再び自動的に戻る。さもなければ、バネによる付勢力に対抗して２つの要素を拘束位置
から再び解放させることが必要となろう。
【００１５】
　２つの捕捉装置の共同（両方の）ロック解除のために２つの捕捉装置の間に伝達機構を
提供することが特に有利であることが証明されている。２つの捕捉装置の共同ロック解除
を提供する伝達機構の提供は、特に快適なロック解除ができることを意味する。なぜなら
、２つの接続要素は２つの捕捉装置から個別に解放される必要がなく、ロック解除は伝達
機構による１回の操作によって可能だからである。
【００１６】
　伝達機構が、スラスト（押込み）要素と、スラスト要素に可動に連結された伝達レバー
とを有したレバー構造体を有することが特に好適である。スラスト要素と伝達レバーを備
えたレバー構造体を伝達機構に提供することで、伝達機構のための安定した長寿命の構造
物の達成が可能になる。
【００１７】
　この点で、レバー構造体の伝達レバーが、保持要素の連結要素が可動状態でガイドされ
るように当接する通路を有することが特に有利である。保持要素またはその連結要素に関
する可動接触は、伝達レバー上の通路によって達成できる。これで保持要素は伝達レバー
に対して移動できる。
【００１８】
　１好適実施形態では、通路はガイド溝の形態であり、好適には長穴の形態である。この
通路がガイド溝または長穴の形態であることで、保持要素の連結要素は確かに伝達レバー
に対して移動できるが、それを離れることはできない。
【００１９】
　さらに、もし家具取付金具のそれら少なくとも２つの接続要素が保持ボルトの形態であ
るなら有利であることも判明している。保持ボルトの長手部分は、固定装置へのボルト挿
入方向に対して横断方向、好適には直角方向に延びる。保持ボルトは固定装置への挿入方
向に対して横断方向、好適には直角方向に提供できるため、固定装置への保持ボルトのご
く浅い挿入だけが必要であり、固定装置のコンパクト化（小型化）に貢献できる。
【００２０】
　さらに、ロック解除装置が工具のための工具受領手段を有することが好適である。この
工具受領手段は外部からアクセス（接触、操作）でき、そのアクセスによってロック解除
装置は作動できる。外部からアクセスできる工具受領手段の形成によってロック解除装置
を容易に作動させることができる。
【００２１】
　可能な実施形態によれば、固定装置は前方パネルのための高さ調節装置及び／又は横方
向調節装置を有する。固定装置のための高さ調節装置の提供によって前方パネルは引出し
に対する高さが調節でき、前方パネルのための横方向調節装置の提供によって前方パネル
は引出しに対して横方向に方向付けが可能となる。
【００２２】
　本発明は、少なくとも１つの説明する実施例に従った、前方パネルを引出しに解放可能
に固定する少なくとも１つの固定装置を備えた引出しの特許保護も請求する。
【００２３】
　特に本発明は、説明するような引出しを備えた家具の特許保護も請求する。
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【００２４】
　本発明のさらなる詳細と利点は、図面に図示した例示としての実施例に関わる特定の解
説によって以下でさらに詳細に説明されている。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１ａ】引出しを備えた家具の前方斜視図である。
【図１ｂ】引出しを備えた家具の後方斜視図である。
【図２ａ】固定装置と家具取付金具とを備えた引出し側壁の斜視図である。
【図２ｂ】固定装置に切欠き部を備えた引出し側壁の側方斜視図である。
【図３ａ】ハウジング内の固定装置の側方斜視図である。
【図３ｂ】ハウジングを外した図３ａの側方斜視図である。
【図４】固定装置の分解斜視図である。
【図５ａ】下方捕捉装置への下方接続要素の挿入時および移動時の様々な段階の固定装置
の側面図である。
【図５ｂ】下方捕捉装置への下方接続要素の挿入時および移動時の様々な段階の固定装置
の側面図である。
【図５ｃ】下方捕捉装置への下方接続要素の挿入時および移動時の様々な段階の固定装置
の側面図である。
【図６】ロックされた下方接続要素を備えたものと、下方捕捉装置内に完全には押し込ま
れていない下方接続要素を備えた固定装置の側面図である。
【図７】下方接続要素を備えたものと、下方捕捉装置内に自動的に引き込まれた下方接続
要素を備えた固定装置の側面図である。
【図８ａ】ロックされ、引き込まれた下方接続要素を備えたものと、押し込まれた上方接
続要素を備えた固定装置の側面図である。
【図８ｂ】ロックされ、引き込まれた下方接続要素を備えたものと、ロックされた上方接
続要素を備えた固定装置の側面図である。
【図９ａ】ロック解除の作動時の固定装置の側面図である。
【図９ｂ】ロック解除され、放出された家具取付金具を備えた固定装置の側面図である。
【図９ｃ】ロック解除され、放出された家具取付金具を備えた固定装置の側面図である。
【図９ｄ】ロック解除され、放出された家具取付金具を備えた固定装置の側面図である。
【図９ｅ】ロック解除され、放出された家具取付金具を備えた固定装置の側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　図１ａは家具１１０の前方斜視図である。家具１１０は家具枠体１０３内に３つの引出
し１０２を有する。引出し１０２は家具枠体１０３内の引出し延出ガイド１０５上に可動
に載置されており、それぞれ２つの引出し側壁１００、前方パネル１０１および引出し後
壁１０４を有する。前方パネル１０１は固定装置１（ここでは非図示、図２ｂ参照）によ
って引出し１０２の２つの側壁１００に固定されている。
【００２７】
　図１ｂは図１ａで図示した３つの引出し１０２を同様に備えた家具１１０の後方斜視図
である。前方パネル１０１は上方引出し１０２に未だ固定されておらず、その理由で４つ
の家具取付金具２が図示されており、その接続要素によって引出し側壁１００に対する接
続が為される。
【００２８】
　図２ａは家具１１０（図１ａまたは図１ｂ参照）の右側の引出し側壁１００の斜視図で
ある。この好適実施例では前方パネル１０１（ここでは図示せず）の固定装置１は引出し
側壁１００の前端に配置されている。前方パネル１０１（個々では図示せず）の家具取付
金具２は固定装置１に既にラッチ留めされている。
【００２９】
　図２ｂは図２ａで図示した引出し側壁１００を図示する。ここでは固定装置１には家具
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取付金具２は取り付けられていない。この実施例では、固定装置１は引出し側壁１００（
図２ａ参照）に配置されている。図２ｂの断面図では固定装置１は引出し側壁１００から
解放されている。２つの捕捉装置１０と２１０はここで明確に図示されている。
【００３０】
　以降下の説明では、一方の捕捉装置１０は下方捕捉装置１０と呼称され、以降の特定説
明では第２捕捉装置２１０は上方捕捉装置２１０と呼称されている。これで図面の簡素化
と明確性の目的に貢献し、固定装置１の捕捉装置の位置に関しては如何なる制限も発生さ
せない。
【００３１】
　図３ａは固定装置１と、そこに固定される家具取付金具２の側方斜視図である。固定装
置１は右側カバー７１と左側カバー７２とを備えたハウジング７０を有する。左側カバー
７２には、高さ調節装置５０（高さ調節ネジ５１）、横方向調節装置６０（横方向調節ネ
ジ６１）およびロック解除装置４０（工具受領手段４２）のための調節要素が図示されて
いる。
【００３２】
　下方捕捉装置１０とその捕捉要素１１、および上方捕捉装置２１０とその保持要素２１
１も図示されている。
【００３３】
　図３ｂは左側カバー７２が外されている図３ａに関して説明した固定装置１の斜視図で
ある。
【００３４】
　この図は、下方捕捉装置１０と、家具取付金具２または接続要素７をフィードパス（搬
送通路）６上で捕捉し、その家具取付金具２を底部で固定装置１にロックする役割を果た
す、その捕捉要素１１を図示する。そのためにロック装置２０が提供されている（図６に
関する説明も参照）。
【００３５】
　また、上方捕捉装置２１０と、家具取付金具２または接続要素２０７をフィードパス２
０６上で捕捉し、家具取付金具２を固定装置１に上方でロックする役割を果たす、その保
持要素２１１も図示する。そのためにロック装置２２０が提供されている（図８ａおよび
図８ｂに関する説明も参照）。
【００３６】
　下方捕捉装置１０は伝達機構２００によって上方捕捉装置２１０に接続されており、こ
れら２つの捕捉装置１０と２１０の共同ロック解除が達成される。
【００３７】
　図４は、側後方からの家具取付金具２のための固定装置１の分解斜視図である。右側カ
バー７１と左側カバー７２は固定装置１のためのハウジングとして機能する。これら２つ
の側部カバー７１と７２の間には主プレート７３が配置され、その上に固定装置１の重要
部材が配置されている。主プレート７３は高さ調節ネジ５１によって左側カバー７１と右
側カバー７２に対して高さが調節できる。
【００３８】
　この構造において主プレート７３はガイド通路３を有しており、そこには、この好適実
施例では緩い圧力ローラ５の形態である制御部材４が移動可能に載置されている。この主
プレート７３は家具取付金具２の接続要素７と２０７（ここには家具取付金具２の接続要
素７と２０７は図示されていない。図５ａの説明参照）のためのフィードパス６と２０６
も有している。家具取付金具２の接続要素７と２０７はこれらフィードパス６と２０６に
沿って固定装置１に導入される。
【００３９】
　安定性のため、機能発揮のために必須な部品、すなわち捕捉要素１１、保持要素２１１
および旋回レバー３１はそれぞれペア（対）で存在し、これら部品のそれぞれは主プレー
ト７３の左側（１１、２１１’、３１）および右側（１１’、２１１、３１’）に提供さ
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れている。
【００４０】
　この好適実施例では、制御輪郭部１２は２つの捕捉要素１１と１１’に提供されている
。
【００４１】
　ロック解除の目的で、旋回レバー３１または３１’は工具受領手段４２を有したロック
解除要素４３によって作動される。
【００４２】
　２つの旋回レバー３１と３１’はバネ３２とスラスト要素３４によってバネ付勢されて
いる。これは家具取付金具２の引き込み運動のために必要である（図７の特定説明参照）
。
【００４３】
　固定装置１と、そこに固定されている前方パネル１０１（図示せず）は、横方向調節ネ
ジ６１で横方向に調節できる。
【００４４】
　保持要素２１１または２１１’はそれぞれ制御カム２１２を有しており、それによって
固定装置１の接続要素２０７（ここでは図示せず）のロック作用が実行される。
【００４５】
　加えて、保持要素２１１には、伝達レバー２０１の通路２０２に相当する連結要素２０
４が提供されている。
【００４６】
　２つの保持要素２１１と２１１’はバネ２３２によって付勢されている。
【００４７】
　この好適実施例では、伝達レバー２０１の通路２０２はガイド溝２３の形態であり、さ
らに正確には長形穴の形態である。
【００４８】
　図５ａから図９ｅはそれぞれ、様々な状況の固定装置１と家具取付金具２の側面の断面
図である。それらの状況とは、
　固定装置１への家具取付金具２の導入ステップ（図５ａから図５ｃ）と、
　固定装置１の下方捕捉装置１０内の家具取付金具２の下方接続要素７のロックステップ
（図６）と、
　固定装置１の下方捕捉装置１０内への家具取付金具２の引込みステップ（図７）と、
　固定装置１の上方捕捉装置２１０内への家具取付金具２の上方接続要素２０７の押込み
ステップ（図８ａ）と、
　固定装置１の上方捕捉装置２１０内への家具取付金具２の上方接続要素２０７のロック
ステップ（図８ｂ）と、
　固定装置１内への家具取付金具２の２つの捕捉装置１０と２１０の共同ロック解除ステ
ップ（図９ａと図９ｂ）と、
　固定装置１からの家具取付金具２の放出ステップ（図９ｃから図９ｅ）と、である。
【００４９】
　明確にする目的で、固定装置１の全部品が図５ａから図９ｅの個別の図面に番号を付し
て明示されているわけではない。しかしながら、それぞれのステップに必須である部品お
よびそれらの番号は含まれている。
【００５０】
　さらに、図５ｂから図９ｄはそれぞれ固定装置１または家具取付金具２の左側面図と右
側面図を図示しているが、番号は必ずしも二重併記されておらず、適切であると考えられ
た場合にのみ二重に番号が付されている。
【００５１】
　特定の説明は「時計回り」または「反時計回り」として回転運動に言及するので、回転
方向に関する言及は常に図面の右側図面に関する。説明されている全ては単純に回転方向
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を反転させることにより左側図面に適切に移行できることは理解されよう。
【００５２】
　図５ａは固定装置１に未接続である家具取付金具２と接続要素７および２０７を図示す
る。
【００５３】
　下方捕捉装置１０の捕捉要素１１は、家具取付金具２の接続要素７をフィードパス６に
て受領手段１３と共に“待っている”。制御部材４または圧力ローラ５は捕捉要素１１の
制御輪郭部１２に当接していない。
【００５４】
　この好適実施例では、家具取付金具２は接続要素７と２０７の両方を有する。２つの家
具取付金具２が存在し、一方の家具取付金具２が接続要素７を有し、他方の家具取付金具
２が接続要素２０７を有し、よって２つの家具取付金具２を固定装置１で別々に固定でき
るようにすることも可能である。
【００５５】
　第２上方捕捉装置２１０の保持要素２１１もまたフィードパス２０６で家具取付金具２
の接続要素２０７を“待っている”。
【００５６】
　この好適実施例では、家具取付金具２の２つの接続要素７と２０７はそれぞれ保持ボル
ト８と２０８の形態である。２つの保持ボルト８と２０８の軸部分は、固定装置１内への
挿入方向に対して横断方向、好適には垂直方向に延びる。
【００５７】
　２つの捕捉装置１０と２１０は伝達機構２００で連結されている。しかし、以降で詳細
に説明するように、この連結はロック解除作用においてのみ機能し、ロック作用では機能
しない。伝達機構２００は実質的に、ガイド溝２０３によって可動保持要素２１１の連結
要素２０４に対応する伝達レバー２０１を含み、伝達レバー２０１はヒンジ式にスラスト
要素３４に接続される。一方、スラスト要素３４は旋回レバー３４によって捕捉装置１０
に連結されている。
【００５８】
　図５ｂは図５ａと同じ状況を示しているが、家具取付金具２の接続要素７は既にフィー
ドパス６に取り付けられている。しかし、捕捉要素１１の回転は未だ開始されていない。
この理由で圧力ローラ５は未だ動いていない。
【００５９】
　上方接続要素２０７はフィードパス２０６に既に取り付けられている。この状況で、下
方接続要素７と上方接続要素２０７は下方捕捉装置１０と上方捕捉装置２１０にはそれぞ
れにロックされていない。
【００６０】
　図５ｃは、家具取付金具２または接続要素７が既に挿入されている固定装置１を示す。
この挿入動作はフィードパス６に沿って実施される。この場合、家具取付金具２の接続要
素７は捕捉要素１１の受領手段内に挿入されている。この場合、捕捉要素１１は回転軸Ａ
の周囲で旋回するように取り付けられているため、接続要素７の挿入は捕捉装置７の回転
軸Ａの周囲での回転運動をもたらす。この好適実施例では制御輪郭部１２は捕捉要素１１
に提供されている。
【００６１】
　この好適実施例では圧力ローラ５の形態である制御部材４はその瞬間には制御輪郭部１
２に既に当接している。
【００６２】
　家具取付金具２の上方接続要素２０７の状況は、図５ｂに図示する状況に関して変更は
ない。
【００６３】
　捕捉要素１１のロック作用と、それによる家具取付金具２または接続要素７のロック作
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用は図６で示す状況でのみ発生する。家具取付金具２または接続要素７はフィードパス６
にてロック装置２０が起動されるまで固定装置１内に挿入されている。これは、圧力ロー
ラ５を制御輪郭部１２とクランプ（当接）させることで達成された。もし、家具取付金具
２を固定装置１から引き離す試みがなされ、捕捉要素１１を回転軸Ａの周囲で時計回りに
旋回させたなら、圧力ローラ５は制御輪郭部１２によってガイド通路３内で動作不良を起
こしたであろう。よって家具取付金具２は引き抜きが妨害される。
【００６４】
　一方、捕捉要素１１が回転軸Ａの周囲で反時計回り方向に旋回することはまだ可能であ
り、その結果、好適には湾曲したガイド通路３内で制御部材４のさらなる下方移動が発生
するであろう。
【００６５】
　この点で、旋回レバー３１とガイド３３がロック装置２０には不要となることは重要で
ある。捕捉要素１１のロック作用は制御輪郭部１２とガイド通路３と制御部材４のみで簡
単に実行できる。これは、制御部材４が重力だけを利用してガイド通路３または制御輪郭
部１２を辿ることにより可能になる。
【００６６】
　ロック装置２０の大きな利点も確認することができる。さらに、家具取付金具２のロッ
ク作用は挿入方向の任意の位置においてガイド通路６で実行される。すなわち、ロック作
用は固定装置１内への家具取付金具２の挿入の深さとは無関係に起きる。ロック作用が終
了した後に固定装置１内へ家具取付金具２をさらに深く挿入することも可能である。すな
わち、ロック作用は引き抜き方向でのみ機能し、押し込み方向では機能しない。従って、
異なる挿入深さを達成することが可能であり、家具金具２または引出し側壁１００（図示
せず）に関して製造時に許容誤差を正すことも可能である。
【００６７】
　よって、ロック作用が下方捕捉装置１０に関して既に起きていても、上方捕捉装置２１
０に関しては起きていない。そこでは家具取付金具２の接続要素２０７がフィードパス２
０６で未だ奥には押し込まれていないが、接続要素２０７は、上方捕捉装置２１０でロッ
クされるために保持要素２１１の制御カム２１２で未だ“待っている”最中だからである
。
【００６８】
　従って、これには固定装置１の家具取付金具２の２つの接続要素７と２０７の時間がず
れたロック作用が関与する。
【００６９】
　この好適実施例では、制御部材４は一体型で、実質的にボルト形状のスチール製である
緩い圧力ローラ５の形態である。
【００７０】
　ガイド通路は少なくとも部分的に湾曲した形状であり、好適には連続的に減少する曲率
を有する。
【００７１】
　図７は引込み装置３０がいかに機能するかを示している。家具取付金具２または接続要
素７の捕捉装置１０またはその捕捉要素１１への挿入および図６で示す瞬間のフィードパ
ス６の移動後には、バネ３２は旋回レバー３１の回転軸Ｂでの中心死点位置には存在せず
、旋回レバー３１を図７で示す回転軸Ｂの周囲で反時計回りに旋回させる。
【００７２】
　すなわち、圧力ローラ５または制御部材４は、長形穴の形態であるガイド３３内をガイ
ド通路３に沿って下方に押される。この下方圧力によって制御部材４がガイド通路３内に
てバネ付勢力の影響により下方に移動する。この場合、捕捉要素１１上の制御輪郭部１２
のおかげで、捕捉要素１１も回転軸Ａの周囲を反時計回りに旋回する。このように家具取
付金具２はローラ制御輪郭部駆動構造体によって固定装置１内にさらに深く引き込まれる
。
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【００７３】
　この位置においても、下方ロック装置２０は、制御部材４がまだ制御輪郭部１２に当接
しているため再び、あるいは常に活性状態を継続し、捕捉要素１１を時計回りに旋回させ
ようとしたなら動きが阻害されることになる。
【００７４】
　上方ロック装置２２０または上方捕捉装置２１０にて、接続要素２０７は、それが上方
捕捉装置２１０内に移動するように保持要素２１１の制御カム２１２で“待ち続ける”。
【００７５】
　上方ロック装置２２０のロック作用は図８ａと図８ｂにて示されている。下方ロック装
置２０と下方捕捉装置１０および旋回レバー３１は捕捉装置２１０による上方接続要素２
０７のロック操作に全く影響を及ぼさない。
【００７６】
　家具取付金具２の接続要素２０７はフィードパス２０６で固定装置１内に押し込まれる
。この場合、接続要素２０７は制御カム２１２によって保持要素２１１を持ち上げ、保持
要素２１１を回転軸Ｃ（図８ａ）の周囲で旋回させ、接続要素２０７は保持要素２１１（
図８ｂ）の制御カム２１２の背後を通過し、制御カム２１２に当接してロックされる。
【００７７】
　保持要素２１１の持ち上げは、保持要素２１１の連結要素２０４が移動式に取り付けら
れるガイド溝２０３が伝達レバー２０１に提供されることで可能になっている。長形穴の
形態であるガイド溝２０３がなければ保持要素２１１は持ち上げられなかったであろう。
そうでなければ、伝達レバー２０１、スラスト要素３４および旋回レバー３１によって既
にロックされた捕捉要素１１と保持要素２１１の間には剛的接続が存在することになる。
伝達装置２００の伝達レバー２０１の通路２０２の形状のおかげで、下方ロック装置２０
が既に活性化されており、上方ロック装置２２０は未だ活性化されていないが、保持要素
２１１は動くことができる。
【００７８】
　図８ｂは、上方ロック装置２２０が、フィードパス２０６上を、突起部の形態である制
御カム２１２の背後にまで押されている接続要素２０７によって如何に活性化されたかを
図示している。一方、連結要素２０４は保持要素２１１を伝達レバー２０１のガイド溝２
０３内に沿って再び下方に移動しており、さらに、ロック装置２２０はバネ２３２によっ
て活性化されており、接続要素２０７は固定装置１から引き離されるのを防止され、家具
取付金具２が上方捕捉装置２１１および下方捕捉装置１０から意図せずに離れるのを防止
する。
【００７９】
　これでロック装置２０と２２０は両方とも活性状態となる。
【００８０】
　固定装置を再びロック解除するためにロック解除装置４０が提供されている。その操作
法は図９ａを利用して説明される。ロック解除は旋回レバー３１に提供されたロック解除
要素４３によって手動で行われる。
【００８１】
　回転軸Ｂの周囲で旋回レバー３１を時計回りに回転させると、ガイド３３の制御部材４
は制御輪郭部１２から、即ち捕捉要素１１から持ち上げられ、捕捉要素１１はそれ以上ブ
ロックされない。
【００８２】
　放出をさらに容易にするため、放出器４１が旋回レバー３１に提供される。これは既に
この図から明らかであるように捕捉要素１１のロック解除レバー１４を押圧し、旋回レバ
ー３１の時計回り方向の回転は捕捉要素１１の時計回り方向の回転を導き、家具取付金具
２の接続要素７を図９ｂで示すように固定装置１から放出させる。
【００８３】
　旋回レバー３１の回転のおかげで連結要素２０４は伝達機構２００（旋回レバー３１、
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スラスト要素３４、伝達レバー２０１、連結要素２０４、保持要素２１１）によって伝達
レバー２０１のガイド溝２０３内で持ち上げられ、保持要素２１１の回転軸Ｃの周囲で旋
回する。それに伴って、連結要素２０４の持ち上げにより保持要素２１１が持ち上げられ
、フィードパス２０６が通過され、連結要素２０７を固定装置１から取り外すことが可能
になる。同時にバネ２３２には伝達機構２００による旋回レバー３１の回転によって再び
応力が付与される。
【００８４】
　図９ｃで示すようにオペレータがロック解除要素４３をさらに時計回りに回転させると
、フィードパス６での家具取付金具２の下方接続要素７の完全な放出が関与する。
【００８５】
　旋回レバーの回転軸Ｂに対する中央死点位置にバネ３２がスラスト要素３４と配置され
ると、その位置でオペレータは再びロック解除要素４３を放出でき、制御部材４と制御輪
郭部１２はバネ付勢下で互いに当接しなくなる。
【００８６】
　家具取付金具２の上方接続要素２０７もまた上方捕捉装置２１０から外すことができる
。
【００８７】
　図９ｄは、家具取付金具２の上方接続要素２０７もフィードパス２０６からどのように
既に外されているかを示す。
【００８８】
　よって、家具取付金具２は図９ｅで示すように固定装置から取り外すことができる。
【符号の説明】
【００８９】
１．　固定装置
２．　家具取付金具
３．　ガイド通路
４．　制御部材
５．　圧力ローラ
６．　下方フィードパス
７．　下方接続要素
８．　下方保持ボルト
１０．　下方捕捉装置
１１．　捕捉要素
１２．　制御輪郭部
１３．　受領手段
１４．　ロック解除レバー
２０．　下方ロック装置
３０．　引込み装置
３１．　旋回レバー
３２．　バネ
３３．　ガイド（長形穴）
３４．　スラスト要素
４０．　ロック解除装置
４１．　放出器
４２．　工具受領手段
４３．　ロック解除要素
５０．　高さ調節装置
５１．　高さ調節ネジ
６０．　横方向調節装置
６１．　横方向調節ネジ
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７０．　ハウジング
７１．　右側カバー
７２．　左側カバー
７３．　主プレート
１００．　引出し側壁
１０１．　前方パネル
１０２．　引出し
１０３．　家具枠体
１０４．　引出し後壁
１０５．　引出し延出ガイド
１１０．　家具
２００．　伝達機構
２０１．　伝達レバー
２０２．　通路
２０３．　ガイド溝（長形穴）
２０４．　連結要素
２０６．　上方フィードパス
２０７．　上方接続要素
２０８．　上方保持ボルト
２１０．　上方捕捉装置
２１１．　保持要素（可動）
２１２．　制御カム
２２０．　上方ロック装置
Ａ　　捕捉要素１１の回転軸
Ｂ　　旋回レバー３１の回転軸
Ｃ　　保持要素２１１の回転軸
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【図７】 【図８ａ】
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【要約の続き】
のロック解除装置（４０）とをさらに含んでおり、ロック解除装置（４０）は捕捉装置（１０、２１０）から家具取
付金具（２）の２つの接続要素（７、２０７）を共に解放させ、保持要素（２１１）は、第１の捕捉装置（１０）の
捕捉要素（１１）とは無関係に、第２の捕捉装置（２１０）に接続要素（２０７）をロックするように可動である。
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